
フランス自動車産業における
生産組織 ・労働編成改革と雇用管理
―-90年 代の改革方向は 「ジャパナイゼーション」か ?―― (下)

II1 90年代における労働編成改革

90年代初頭のルノー公団における労働編成の改革は,80年 代後半の日本的な

生産組織の創出の基礎上に,80年 代前半までの労働編成の公団固有の様々な試

みを運結する形で行われるがゆえに, 日本的なチーム制作業組織の模倣ではな

い独自の形態をとって現れる。それを以下,さ しあたり二つの企業協定に即し

て明らかにしよう。

1,生 産の自動化のもとでの格付けの修正

まず,89年 11月に締結された公団の労使協定 「自動化された環境における格
1)

付け」は, 自動化された製造現場における製造要員と職制にチーム制作業組織

への統合のインセンティヴを与えるべく,84年 の格付けを修正し,新 しい 「昇

格コース」(filiёre)を 設定する。それは,製 造要員についての 「自動化設備活

用要員」(AEUA),職 制についての 「自動化製造区分長」(CSFA)と 「自動化

製造設備責任者」(RUFA)で ある。これらの新しい昇格コースは, 自動化され

た生産設備のもとに配置されている現場要員にのみ限定されるとはいえ,89年

の公団の定員約 7万人のうち約 1万人に適用されることになる。

製造要員については,84年 の格付けにおける生産要員実習生 (係数165)から

生産要員・専門工第 3級 (係数215)ま での職位の七つの階梯 (6chelle)が,研

1)ROgie Renault,Classification en milieu automatis6,in二物本θ%s sοび物″夕sf二 省ゲs筋″ο%

sθび筋彦,No.6318,1989.
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修過程専門工第 1級 (PlS,係 数180)→ 専門工第 1級 上位カテゴリ
ー (PlCS,

係数185)→専門工第 2級 (P2,係 数195)→専門工第 3級 (P3,係 数215)の昇

格コース 「自動化設備活用要員」に統合され,そ れぞれの昇格は,運 転する設

備に関する理論的実践的試験の通過を条件 とする。

こうした新たな昇格コ
ースの設定は,「複数の専門分野をもったチ

ーム内部で

の継続的進歩」「職務遂行能力の相互補完」
「装備のより通切な利用」を要請す

る自動化設備のもとで,製 造要員に
「生産の職務の他に,設 備のメンテナンス

と製品の品質に関する新しい責任」の引き受けとそして保全などの伝統的職種

の「昇格コースとの間の横断的移動」を可能にすることによって,「専門工意識

の高揚」のインセンティヴを与えることを目的とする。

職制については,以 前の格付けにおける班長 (CE,係 数240。215),職 長

(CM,係 数285。305。340),作 業場長 (CA,係 数365)と いう階層的構成が,

自動化製造区分長 (第1等級 。係数260,第 2等級
。係数285,第 3等級 ・係数

305)と 自動化設備責任者 (係数365。400[ク ラス外])と いう二つの昇格コ
ー

スに統合され,そ れぞれの昇格は,上 司の心理学的な査定 (examen)お ょび査

定委員会の結果に左右される。

製造の職制におけるこうした職階制ラインの短縮化は,前 者の昇格コ
ースに

おいて 「技術的指導,生 産手段管理そして場合によってはありうる異なった職

種を行使する専門要員と生産要員とのチ
ームの職階制上の責任」の引き受け,

後者においては 「自動化製造区分長によって指揮されるいくつかの分野から構

成される製造設備の責任 (人員,技 術的資金調達的手段,製 品)」の引き受けと

それによる 「より通切な反応性」の確保を目指す。

以上のような改革は,こ のようにして
一方では,製 造要員の職位数の削減す

なわち格付けの簡素化を進めることによって,作 業チ
ーム内の複数職務の担当

や品質検査,初 歩的メンテナンスヘの関与したがって製造要員の柔軟な配置と

多能工化を一層,促 進するとともに,他 方では,職 制組織のフラット化を進め,

作業管理と人事労務管理の双方にわたる機能をさらに広範に担当させ,現 場職

制にいわばより広い権限を与えることによって,チ
ーム制作業組織の相対的自
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律性の強化を指向するものと言えよう。

2.チ ーム制作業組織の公認

同じく89年末に締結された公団の新 しい協定「生存するための協定」(AccOrd
2 )

a vivre)は ,企 業協定 として人事管理 (「職務の予測にもとづ く管理」)・ 訓1練

・労働時間の新 しい方向を示すとともに,前 述の格付けの修正に対応する新た

な労働編成の方向を「基礎単位方式の労働編成」 (L'organisation du travail en

unit6 de base)と呼び,「作業グループとそのメンバーの自律性と企業のパフォ

ーマンスとを増大させることを共に使命」とし 「設備の最適利用と完全な品質

の獲得」を目指す 「従業員の職務遂行能力評価 ・参画 ・責任にもとづ く」公団

独 自のチーム制作業組織として,次 のような公式的定義を与える。

「こうして特に新技術の導入の際に企業のなかに徐々に設定されることに

なる,こ れらの新しい労働編成は,生 産またはサービスのある均質的活動

をめぐって構成される限られた大きさの基礎単位の形態をとるであろう

(例 :統合製造ライン,組 立ライン区問,チ ェーンストア方式の小規模自

律単位,工 程管理のためのプロジェクトチーム,サ ービス部門のなかの区

分,等 )。

これらの新しい組織形態は,製 造における例として,第 1レベルのメン

テナンス ・品質保証または流れの管理のような, より技能資格を要する諸

機能の単位メンバーの活動への統合による彼らの専門工意識の発展と彼ら

の多能性とによって特徴づけられるであろう。

これらの基礎単位は,職 階制ラインの簡素化の文脈において,中 間役職

者の最初のレベルによって指導され,彼 の職務遂行能力と手段は強化され

るであろう(指導と訓練の役割,権 限移譲される運営指標)。彼は,単 位の

内部で,特 にパフォーマンスの日標と区分の結果に関する情報と意思疎通

を発展させるように注意するであろう。彼は,グ ループメンバーの自発的

2)Rёgie Renault,Accord a vivre,in五物なθ″s sθσ筋″夕sf二 をヴS物″θ%sθび筋形,No.6327,
1990.
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行動を支え,創 造性の表現を促進するであろう。彼はまた,障 壁除去の意

思をもって,彼 の単位を顧客 ・供給者のパートナーシップ関係のなかに組

み込むのに専念するであろう」。

ルノー社 (ルノー公団は90年4月に株式会社化)は ,企 業協定における以上

の定義を踏まえ,91年 にこの新しい労働編成方式に対して,「基礎作業単位」

(Unites E16mentaires de Travail:UET)という統
一的名称と具体的組織内

ゆ

容を与える。
つ

公式的文書・発言によって製造におけるUETを 示しておけば,そ れは,あ る

装置やあるサブ ・アッシー品の組立といった均質的活動を担当する20人以内で

構成される作業集団であり,構 成メンバーの志願制による訓練の基礎上での

「多能性」,品 質検査や初歩的保全などの周辺的活動を担当しうる 「多機能性」

などを通じての個別的集団的 「職務遂行能力」の発展に立脚する。作業チーム

に対して職階制上の責任をもつ単位長は,各 メンバーの職務遂行能力を管理す

ること,単 位の会合 ・個別的面談 ・行動計画などの単位指導計画を策定し実行

すること,品 質 ・予算 ・安全 ・作業時間などの管理図表を作成すること,隣 接

するUET・ 間接業務部局 ・外部部品メーカーとの
「顧客 ・供給者のパー トナー

的契約関係」を確立し調整すること, といった多様な責務を引き受ける (第1

図,参 照)。

こうしてUETは ,「企業が品質 ・コスト・納期の″点において顧客を満足させ

るために,プ ロセスの統制と従業員の参画とによって,す べてを活用する恒常

的進歩のキャンペーン」である 「完全な品質」(QualitO Totale)すなわち日本

での会社的品質管理 (TQC)を 企業の各現場において込行する労働編成の
一般

5)

的形態として公認されるのである。

3)M.Freyssenet,の .冴サ。(rapport du GERPISA).

4)R.Tijou,Le dOveloppement des UnitOs Ellmentaires de Travail(UET)chez

Renauit,in C物 惣 γ″夕sο
ヽ
き %ゲSα″θ%sグ %サタククα″,INSEP Editions,1993.

Renault,Direction des Fabrications,Les U.E.T.in Pttg熔,No.1,1993.

5)R.Tijou,La chaine de montage,in九 %%αルs acs舟イグ%容,。ctobre 1991.
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(出ル子)Renault,DirectiOn des FabricatiOns,

Pttg燃 ,dOssier No.1,1993.

3。 二大労働組合の対照的見解

「生存するための協定」に基づ く以上のようなルノーの新しい労働編成の一

般化に対して,労 働組合は,い かなる見解と対応を示してきたのであろうか。

企業協定 「自動化された環境における格付け」と 「生存するための協定」は,

いずれもCFDT,CGC,CFTC,FO,CSLの 五つの組合の署名とCGTの 署名

拒否とによって成立している。ここでは,二 大組合であるCGTと CFDTの 対

照的見解を明らかにすることにしよう。

新しい労働編成に関して特集を組んでいるCGTの 技術関係職員層の組織
「技術者・幹部職員・技術職員総連合」(UGICT)の 機関誌 『ォプション』にお

いて, J.ロ ジキーヌ氏は,職 務充実,権 限共有,管 理という二つの基準から

UETを 事実上,分 析し批判する。それによれば,新 しい労働編成は,労 働者に

多能性を付与するとはいえ 「間に合わせ」にすぎず,そ の作業リズムは機械の

6)J.Lojkine,OrganisatiOn Ou poudre aux yeux P in s少
夕σ夕α″ 0レ ″θ″s,No.38,1992.
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リズムに従属したままであり,こ れまで職制以上の層が担ってきた管理的諸機

能も含むような「真の多機能性」を付与するものではないこと,「自動化設備活

用要員」という労働者は,初 歩的保全や品質検査などの周辺的諸機能を担うと

されるが,設 備と製品の技術的管理の責任と権限は職制に担保されたままであ

り,周 辺的諸機能の担当が格付け。賃金表上の変化の社会的承認をもたらす保

証はないこと,結 局のところ従来の職制が担ってきた管理的諸機能は,新 しい

労働編成においても労働者に何ら権限移譲されないこと,等 の問題点を持つの

である。しかも,新 しい労働編成におけるそうした労働の多能性は,ル ノ
ー ・

7)

ビヤンクールエ場のUGICTの 責任者であるJ.バルブ氏によれば,「完全な品

質」を目指す 「緊張した流れ」(flux tendu)または
「ジャスト・イン・タイム」

のシステムのなかに組み込まれているがゆえに,市 場の変動や納期厳守,輸 送

上のトラブルやストライキなどに対応しての労働のフレキシビリティ,す なわ

ち土曜 (日曜)出 勤,休 暇取得の困難化,勤 務時間の繁閑化
・不規則化,労 働

強化,勤 務時間外訓練,さ らには作業チ
ームにおける納期 ・品質などの面から

の職務遂行能力の計測による労働者間競争の激化,総 じて
「生活の質の破壊」

をもたらすとともに,シ ステムの安定的作動のために,従 業員のコンセンサス

と統合の追求そして労働組合運動の排除,社 会的既得権の切り崩しを帰結する

のである。

他方,協 定に署名したCFDTの 見解は,ル ノ
ーのCFDT組 合代表であるD.

リシュテール氏によれば,競 争の激化と市場のグロ
ーバル化のもとで,企 業が

採用せざるをえない拘束と賃労働者たちの欲求とが交差しうる領域が存在し,

新しい労働編成がその領域に含まれるがゆえに,労 働組合は現場において積極

的に関与し,獲 得される生産性への
「首尾一貫した代償の戦略」を提起し,賃

労働者たちに最も有利な妥協を実現すべきであり, またそれなしには,継 続的

な人員削減とテーラー主義的構造の残存そして個人主義,労 使協調主義,組 合

7)J.Barbe,Qualitё  totale contre qualitё de vie, グうガ冴.

8)D.Richter,ハ 珍夕容 物ル/彦 切σ″夕,rapport pour ie symposium international du

PROSPECTA(Universitё  d'Evry),janvier 1994.
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代表制空洞化 といった労働組合運動の危機 を克服することは困難である, とい

うものである。

すなわち氏によれば,企 業は,競 争力の向上と品質 ・コスト・納期に関する

日標達成のためには,伝 統的労働分割とは異なる従業員の企業目標への能動的

参加と個別的集団的知性を必要としているのであり,他 方,そ の具体的提起と

しての新しい労働編成は,「職務充実」「明瞭に定義された追加的な職務遂行能

力の獲得に応じての継続的な職業的変化」「労働時間短縮とワーク・シェアリン

グ」などの特に生産労働者の欲求を充足させる可能性をもっている以上,組 合

は,特 に現場の活動家が,チ ーム制組織のもとでの職務に積極的に関与し,職

制と労働者との個別面談の結果を集約し,行 動を組織することによって,労 働

者間の個人主義的競争や低技能資格者の排除を抑制しつつ,実 現される生産性

の成果に対して,代 償としての労働時間短縮とワーク・シェアリングを集団的

に獲得する戦略を採るべきである, ということになる。

以上,二 大組合であるCGTと CFDTと の見解の相違は明瞭であり,相 互に

「経営者の代弁者」「労働組合運動の化石化・孤立化・疎外の招来者」という非

難合戦は,フ ランスの複数組合主義の弱″点を浮かび上がらせ,特 に職務細分化

を事実上,前提したままでの雇用確保を要求し,UETの 階級的性格を批判する

CGTの いわば企業横断的ジョブコントロール指向は,双方の組合がともに克服

の対象としている企業のテーラー主義的階層構造の存続,少 なくとも現場労働

者レベルでの旧来的構造を前提とする権利要求を助長せざるをえないように思

われる。新しい作業チームが公式上,チ ームと構成メンバーの自律性の拡大を

謳い,チ ーム長が人事労務管理と作業管理の広範な権限をもって従業員と意思

疎通をいかに推進しようとしても,そ れが日本の内部昇進型職制とは異なって

労働組合機能を代番し空洞化しえない外部採用型末端管理職のままであり,他

方,チ ーム内の労働のフレキシビリティに批判的なジョブ ・コントロール ・ユ

ニオニズム指向の組合が依然として強い影響力を持っていることは,何 らかの

きっかけがあれば,チ ーム制作業組織の企業への統合機能を制約し麻痺させる

ことになるであろう。新しい労働編成が緒に就いたばかりのクレオンなどの工
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場におけるス トライキは,そ の典型的表現と言えよう。

4.そ の後の展開

91年秋に繰 り広げられたクレオン,ル マン両工場の労働争議は,「生存するた

めの協定」に明示されたチーム制作業組織と 「作業工の専門工化プログラム」

(協定第14条)に よる訓練が何 らの賃金増加も部署変更ももたらしていないこ

と,そ して「利益分配制奨励金」 (prime d'intёressement)が前年に比して三分

の一に減少していること,へ の抗議を発端 としている。クレオンにおいて10月

中旬から約 3週 間,ル マンで同様に約10日間のス トライキの後,政 府介入を通

じての労使交渉のもとでの妥結の内容は,従 業員の賃金引き上げ要求の受容

(月間基本給の224フランの引き上げ,「奨励金」として1000フランの支給)そ

して経営陣による職階制構造短縮化・訓練・指導を伴 うUETの
一
層の展開, と

9)

いうものであった。この争議は,当 初からCGTの 主導権のもとに展開され,

CFDTも また積極的に支援するに至ったにもかかわらず,総額で1500フランの

賃金引き上げという当初の要求が結局のところ充足されないという組合側にと

っては不本意な結果に終わったのである。

この間争については,企 業協定が依然として文字通り公式的定義にとどまっ

ており,製 造要員の「専門工化」と「職階制ラインの簡素化」「障壁除去の意思」

に基づ く 「自律的」で 「技能資格付与的」な労働編成というその謳い文句の実

現が,製 造現場においてはいかに困難であるかを示したものと言えよう。この

点に関しては,次 のような分析が妥当であるように思われる。すなわち,一 方

においては,訓 練を受けた製造専門工でもチーム内のすべての職務を担当する

のではなく,保 全または生産技術との 「階層組織上の分業」に組み込まれ,現

実には格付け上の昇格も限られていること,他 方においては,彼 らは今後,人

員削減の対象になるのか,あ るいは強制的移動によって昇格見込みのない新し

い職務に配置されるのかが判らないという企業による 「職務の予測にもとづく

管理」の強化によって 「将来の不確実性」のもとに置かれていること,こ れら

9)二 物なθ%s sθttαtt f沢 夕物タル タタ俗s,No.11066,1991.rb沈 ガ.,No.11075,1991.
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の事情こそが, クレオンエ場などの労働者を,「多能的」職務への積極関与より

も限定的職務の現状のもとでの賃金引き上げという旧来的要求に走らせた, と

いう分析がそれである。

以上のような状況を前にして,企 業は,生 産の自動化が進んでいない職場の

労働者も含む従業員全体の労働意欲を高めるために,賃 金の個別化を一層,推

進しようとする。92年 7月 にCGTを 除く組合と締結された企業協定「報酬の部

分的個別化に関する協定」力ざそれである。それは,「職務遂行能力・参画・責任

分担に基づ く基礎作業単位による企業の漸次的組織化」をさらに進めるために,

従業員の 「職業的経験 。職務遂行能力活用 ・進歩への貢献を特に高く承認し,

この承認の手段を中間役職者に与えようとする」意図を持っている。ここでは,

生産労働者 (APR:製 造要員十伝統的専門工=3万 2千人)の 84年5月 の協定

に比しての変化について確認しておこう。

第 3表から明らかなように,製 造要員の賃金計算表の構成については変化は

ないが,伝 統的専門工のそれについては,「採用賃金率」が二つの指数,「職位

賃金率」が二つの指数であったものが,前 者は一つ,後 者は二つに減っており,

その限りでルノーにおける同一係数についての複数賃金率の個人別適用という

従来の賃金個別化の範囲は狭められていると見ることもできるが,他 方,双 方

のカテゴリーについて,84年 5月 の段階では具体化されなかった 「補足的基本

給」の代わりに,職 制の杢定を通ずる 「補足的キャリア給」(comp16ment de

carriёre)が各係数の 「採用賃金率」の4%以 上の加算額をもって設定され, し

かも製造要員が 「職位賃金率」,伝 統的専門工が 「職位賃金率 2」に到達する度

ごとに,杢 定を受けてより大きな 「補足的キャリア給」が付与されうるのであ

る。その際,職 制は,「職位の実践,各 人によって獲得された職務遂行能力と発

10)JoP.Durand,MutatiOns resistances et significations,in乙物角為乃燃 物夕.[前掲,拙
訳 『アフター ・フォーディズム』第 9章 ]

D. Linhart & P. Rozenblatt, La construction d'une nouvelle matttrise aux usines

Renault,in rapport GIPソ%%物″ο%sゲ%冴夕容ナ々夕材夕s,1991.

11)Renault,Accord sur une individualisation partielle des remunlrations,in二広クなο%s
sοび筋アタsfと をヴS物″θ%sθσ筋物,No.6716,1992.
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第 3表  賃 金の個別化の展開

ルノー公団の1984年5月 18日付の協定

製造要員の賃金計算表

1補足的基本給|

1 104 1

1   104a   l

1  104b  l

1 104c l

l補足的基本給|

1  104d  l

1 104e l

1 104 f l

伝統的専門工の賃金計算表

補足的キャリア給

104以 上

104a′以上

104b′以上

104c′以上

補足的キャリア給

104d′以上

104e′以上

104f′以上

(注)
1<a<b<c<d<e<f

(注)
1<m<n

(注)
1<a′くb′くc′<d′<e′<f′

ルノー社の1992年7月 24日付の協定

製造要員の賃金計算表

採用賃金率

APS 165

AP  170

APQ 175

Pl   180

102～103

102a～103a

104c～105c

PlCS 185

P2   195

P3   215

108d～1

108e～1

108f～109

係数
採用賃金率 職位賃金率

1 特例

Pl   185

P2   195

P3   215

100

100m

100n

102

102m

102n

105

105m

105n

109

109m

109n

113

113m

l13n

採用賃金率

APS 165

AP  170

APQ 175

Pl   180

102～103

102a′～103a′

104b′～105b′

104c′～105c′

適応賃金率 職位賃金率

PlCS 185

P2   195

P3   215

108d′～109d′

108e′～109e′

108r～lo9r

伝統的専門工の賃金計算表

職位賃金率

106

1061n′

106n′
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揮された経験的手腕との活用に結びついた誰からも認められる諸基準」一―但

し,そ れは,活 動 と労働編成のタイプを異にする事業所または部局ごとに 「署

名 している組合諸組織とのや り取 り (lchanges)の後に明確にされる」一―に

応じて従業員個々人を査定 し,当 該給与の有無を決定し,か つ個々人に 「その

理由を示す」。

それゆえ,こ こでの賃金の個別化は,今 までの公開された複数賃金率の個人

別適用に,従 業員個々人の能力 ・業績査定を通じての賃金加算の差異化という

日本的方式を部分的に加えたものと言えよう。とはいえ,そ れによる従業員問

競争の刺激の程度は限定的であろう。なぜなら,あ る係数をもつ従業員が 5年

間にわたって 「補足的キャリア給」を享受しえなかった場合には,そ の時点で

上司による杢定が行われ, しかも査定の結果,受 給資格を認められなかった場

合にも,当 該従業員にはキャリア継続のために訓練と職業指導が与えられる,

という手順が協定に明示されているからである。総じて,こ の新しい個人査定

給の導入は,労 働組合が賃金を集団的に規制しえない領域を広げるものであり,

しかもその上限が協定に明示されていないがゆえに,そ の領域の今後の拡大が

予想されるとはいえ,そ の査定の基準は,組 合との事実上の協議事項であり明

示的なものであると理解されるのであり, しかもそこには,最 終的な受給条件

として勤続年数 5年が承認されている以上,従 来の社会職業的カテゴリー別の

企業横断的協約賃金システムを弾力化する効果は依然として限定的であろう。

以上のような労働争議とその解決そして賃金の個別化=弾 力化の提起は,新

しい労働編成への従業員の統合を強め,作 業チームの相対的自律性を高めてき

たのであろうか。最近の調査報告 (ルノー ・サンドゥヴィルエ場)に よれば,

新しい労働編成 UETは 諸困難に道過しており,そ の公式的定義から外れた様

相を呈している。

UETは まず,一 つの装置やサブ・アッシー品の組立といったまとまりのある

12)な お,フ ランスにおける賃金の個別化の一般的状況については,下 山房雄 『現代世界と

労働運動』御茶の水書房,1997年 ,参 照。

13)M.Freyssenet,の .冴ナ.(rapport du GERPISA).
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均質的活動の担い手として想定されているが,現 実には活動のまとまりを可能

にする生産工程や作業部署の再区分は行われていない。また,製 品の種類や生

産量が変化 した場合の諸部署間への作業の配分は,UET内 または川上
。)|1下の

UET間 で決定されるのではなく,生 産技術部 と職長たちによって決定されて

いる。

作業工についていえば,協 定は,彼 らが複数の作業部署を担当しうる多能性

を獲得するために志願制に基づく訓練を推奨しているが,彼 らは往々にして訓

練に消極的であり 「増大する個人主義」を示している。その理由として,慣 れ

ない複数の部署を担当した場合にありうる品質不良や作業ミスヘの恐れが挙げ

られている。彼らはまた公式上, 自己検査の他に,第 1レベルの保全や軽度の

故障修理といった周辺的職務も担当することになっているが, 自己検査によっ

て製品や設備の欠陥を見つけた場合,特 に組立ライン上の作業工は,短 いサイ

クルタイムの拘束もあって,自 らは担当することができず,「単位技術補佐」

(Assistant Technique d'Unitё:ATU)を 呼ぶのであり,こ のATUが 作業

チームの品質管理 ・工具製作 ・多能工養成 ・保全との連係,等 の周辺的緒機能

を確保している。但し,機 械加工の工程において部品の搬入と搬出が自動化さ

れている場合には,作 業工が第 1レベルの保全 ・修理を担当している。因みに,

第 2レベルと第 3レベルの保全に関しては,製 造部局から明白に区別された独

自の保全要員チームが組織されている。組立ラインの作業工についての格付け

は,Pl,PlCS,P2と いう二つの階梯を含んでおり,Plと して承認されるため

にはチーム内の 6作業部署の経験,PlCSの ためにはチ
ーム内の16作業部署の

経験,P2の ためにはチーム内で16部署そしてチ
ーム外で10部署の経験,が それ

ぞれ必要であり,そ のうえで試験によって正式認定される。

14)ト ヨタにおける最近の工程 ・作業編成の新しいコンセプ トである
「完結工程」=「

一つ

の工程で一つの機能を仕上げ,そ の機能を
一つのチームで仕上げること」は,こ の″点に関

連する新しい実践であるように思われる。この点については,藤 田栄史,山 下東彦,野 原

光,浅 生卯
一,猿 田正機

「社会環境の変化と職場組織の再編」(愛知教育大学
『社会科学論

集』第34号,1995年 ),野 原光
「T自 動車M工 場第二組立工場の実態調査」(『広島法学』第

20巻 4号 ,1997年 )等 ,参 照。
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作業チームの監督者であるUET長 は,作業工の能力の管理 と評価,チームの

指導計画の策定 と実行, 自己のチームと川上 ・川下の緒チームとの関係の調整,

などに専念するが,予 算上の日標や配分には関与していない。それは,作 業場

長の権限に属 している。

なお, クレオン争議後の事態として,「利益分配制奨励金」の各工場ごとの計

算と配分は,毎 年の労使賃金交渉の対象となっている。

第 2図  チ ーム制作業の国際比較

多能工化
(単能工化)

チーム作業の導入
(職務の細分固定化) ③ 1(生 産事項の中央集権的決定)

経営陣との生産事項の決定に
関する交渉

⑤ゴ

′二=…工rr"稔晶薔鼎肺荒き魯基金)
チーム作業導入
への組合の支援
(組合の拒否)

フォーディズムの理念型

フォード・ディアボーンエ場
ルノー ・フランエ場

日本型生産システムの理念型

ボルボ ・カルマールエ場

職長の人事管理上の
〒 自律性と責任

ゴ(人員と職務の単なる点検)

sαブαttα″夕,rapport pour 3ёme colloque

拙訳 『アフター・フォーディズム』206

口
所
“
町
労
Ｆｉ

卍
Ｈ

作業工の仕事への

個人的参画
(仕事への関心欠如)

①

②

③

④

⑤

矢印は外円に向かうにつれて

こ
.:ど
r: 聖騨9庭轟香讐醤禄

縁搭絵示
デイズム・

(出所)」 .P,Durand,こ物ο物力物肋 筋 ″筋″θ″

international du GERPISA,1995〔前掲,
ページ〕。
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見られるように,特に組立ライン上の作業工のUETへ の統合と多能性
・多機

能性獲得は,公 式的定義どおりには現実化していないし,生 産技術部や保全部

局との関係も組織的障壁のもとに置かれているように思われる。UET長 も,作

業管理にはほとんど関与せず,予 算に関する権限を持たないこともあり,UET

の相対的自律性は公式どおりには進んでいないと言えよう。

総じて,90年 代 (前半)に おけるルノ
ーの労働編成改革は,公 式上,作 業チ

ームおよび構成メンバーの自律性と企業のパフォーマンスの増大とを両立させ

ることを謳いつつも,チ ーム長が,構 成メンバー出身の内部昇進者ではなく,

当初から職制層として外部採用された末端管理職のままである, という独自の

チーム制作業組織として,労 使の交渉を通じて構想され,企 業協定に明示され

たものである。しかも,企 業横断的ジョブコントロ
ール指向をもった労働組合

の最大勢力のCGTが 反対していることもあって,こ の新しい労働編成による

従業員の統合は,テ ーラー主義的企業組織構造と相互補完的な賃労働者各階層

による社会職業的カテゴリー別の権利要求と行動様式によって影響を被り,制

約を受けやすいのであり, 日本のチーム制作業組織とは明らかに出自と性格を

異にしている (なお,第 2図 「チーム制作業の国際比較」参照)。以上のよう

に, この新しい労働編成はいわば断層的職階序列を残したままチ
ームの自律性

を高めようとするという独自性をもつと言えるが,そ れだけにフランス型ここ

ではルノー型の柔軟労働編成の行方は不明瞭であるように思われる。

IV 生 産組織の転換と雇用管理の新 しい方向

ここでは,フ ランスのメ
ーカー (ルノー)。 部品メ

ーカー間の生産組織の転

換における特に90年代初頭以降のプロセスを,生 産システムすなわち経営原則,

生産組織,労 働編成,雇 用人事管理,労 使関係,等 の諸制度の整合的関係 とい

う観点から見た場合に,「ジャパナイゼ
ーション」すなわち日本型生産システム

ヘの収飲と言えるかどうかを検討しよう。以下では主として,ル ノ
ーによる日

本的な生産管理 ・外注管理方式の導入による生産組織の転換とそれに対応する

トップレベルの部品メーカーであるエキプモンティエのもとでの新しい雇用人
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事管理 ・労使関係の展開について明 らかにすることに しよう。

1.メ ーカー ・部品メーカー間の生産組織の転換

80年代後半のフランスの自動車産業における生産組織の転換については,す

でに中央大学経済研究所編の前掲書によって詳細に明らかにされているので,

ここでは特に90年代に入ってからのルノーによる転換の深化過程を簡潔に示し

てお くことにしよう。

当該テーマに関する最近の諸研究によれば,そ のプロセスは以下のように示

されよう。

フランス自動車産業における80年代後半以降の生産組織の転換は,メ ーカー

(ここでは完成車メーカーの意味)と部品メーカーまたはサプライヤーとの「パ

ー トナーシップ」的諸関係の成立であるとされる。それは通常,メ ーカーによ

る直接取引部品メーカーの選別,共 通の経営管理方式の教示,代 償としての長

期的取引を伴う責任移転, といった一連の共存共栄的購買政策ないし外注管理

方式として理解される。そして,そ うしたパー トナーシップの成立を推進した

のは,メ ーカーによる部品メーカーの納入製品の品質保証の諸制度であり,資

材調達管理方式または生産管理方式としてのジャスト・イン・タイム (JIT)の

システムの普及である。それはまず何よりも,部 品の納入方式として現れる。

そこで,ル ノーによる部品メーカーに対する品質保証の諸制度とそれを通じ

ての後者の選別と階層組織化から見よう。そうした諸制度が確立されるのは,

80年代後半とくに87年以降であり,そ の年にルノーは,プ ジョーとともに 「サ

プライヤー品質保証」(Assurance QualitO Fournisseurs:AQF)という統一

的文書を作成し,選 別方式を具体化する。それは,第 一に,「品質適性評価」と

15)A.Gorgeu&R.WIathieu,Les liens de Renault avec ses fournisseurs,in二 容 竹筋″θ″s

cθ%sナ物c物″容=乃%″″ガss物容,GERPISA,1995.

A. Gorgeu& R. Mathieu, Dix ans de relations de sous― traitance dans l'industrie

francaise,in 7レクυαグ″, No.28, 1993.

在ヽ.B.de La Serre,Bertrand Faure,in」 4%夕α〃夕s aesル″ガ%夕s,op.cit.

Y. Blanc,La stratOgie industrielle et financiёre d'un ёquipementier, ゲうゲ冴.
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呼ばれる,サ プライヤーの事業所における品質保証措置の評価,第 二に,生 産

工程の検査,第 二に,新 しい製品サンプルの生産,第 四に,品 質検査の委託,

第五に,品 質パフォーマンスの計測と欠陥処理, という五つの段階にわたって

進められる。それは特に,「品質適性評価」において,サ プライヤーをAラ ンク

からDラ ンクまでの4等級に分類し,Aと Bに評価されたもののみをメーカー

の固定調査対象として採用することによって,「品質保証」契約を有カサプライ

ヤー (エキプモンティエ)に 限定し選別することを可能にする。したがってま

た,そ れは,メ ーカーとの直接取引を担いうる部品メーカー数を減少させるこ

とになる。こうして,第 4表によれば,ル ノーの取引サプライヤー数は,88年

から89年にかけて200社も減少しているのである。80年代末の好景気において,

ルノーはこのようにして,同 一構成部品について2社の有カサプライヤーを固

定調査対象として採用したうえで,同 一組立工場の一つの部品については1社

との直接取引という原則のもとに,「パートナーシップ」を実践する。

だが92年には,このAQFの 新版が作成される。それは,サプライヤーの評イ面

にかかわる 「品質適性評価」,生 産工程。新しい製品サンプル・品質検査委託な

どにかかわる「製品品質保証」,選 別されたサプライヤーの各局面での品質評価

第 4表  ル ノーとプジョーの直接取引サプラヤー数の推移

年度 ル ノー プジョー (SOGEDAC)

1980

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1992-1993

1800

1400

1100

900

800

2000

1750

1450

1229

1080

1000

950

780

650

(出ル子)A.Gorgeu&Ro Mathieu,Les liens de Renautt avec ses fournis‐

seurs, α).σグサ・
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と欠陥処理にかかわる 「品質パフォ‐マンス計測」という三つの部分に集約さ

れる。そこで,「品質適性評価」においては,固 定調査対象が従来のA, B両 ラ

ンクからAラ ンクのみに限定されることになる。こうした修正による直接取引

対象の厳格化は,す でに選別されたトップレベルの有カサプライヤー自身に第

二の選別すなわち二次的レベルのサプライヤー創出を企てるよう促すのであり,

事実,87年 版の文書においては,メ ーカーの優先的目標が 「品質,信 頼性,生

産性,在 庫削減,緊 張した流れにおける資材調達」であり,そ のもとで,サ プ

ライヤーによる 「品質保証の手順の厳格な適用」が要求されていたのに対し,

92年版においては,メ ーカーの目標は,「生産性,開 発期間短縮,品 質向上」で

あり,そ のもとで選別されたサプライヤーは,手 順の 「主要な行為者かつ推進

力」になるべきことが強調されている。

メーカーによる部品メーカーに対するこうした階層組織化の要請は,93年 1

月のルノーとボルボとの共同購買合意 (GIE:経 済利益団体)における共同取引

サプライヤーの認可要件として概括されている。それは,「製品開発能力,マ ネ

ジメントの資質,財 務状況,緊 張した流れ方式による部品調達能力,国 際競争

力」という選男Uのための評イ面基準とそして 「共同開発に参加する能力,シ ステ

ムを開発し管理する能力,野 心的生産性水準を伴い日標価格によって操業する

適性,メ ーカーの海外施設を追跡支援する可能性」という補完的基準である。

ベルトラン・フォール社やヴァレオ社にようなヨーロッパ ・レベルで活動し完

結的機能部品の製品開発者である国際的エキプモンティエとの直接取引とそし

て後者による二次的レベルのサプライヤーの創出を促すこのようなルノーの購

買政策の変化は,90年 代に入っての景気後退とそして93年 1月 1日のヨーロッ

パ単一市場の成立による競争の激化, コスト削減への圧力と資材調達の国際化

の要請に対応するものと言えよう。事実,ル ノーはプジョーとともに,93年 初

頭から部品メーカーに対して 「3年間にわたって毎年 5%の 生産性向上」を要

請するのである。80年代の品質保証政策から90年代の生産性キャンペーンヘの

このような変化は,サ プライヤー間の統合による経営規模拡大=資 本集中を促

進する一方で,弱 小サプライヤーに旧来的な短期競争的低イ面格の誘発と経営危
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機 をもたらし,少 な くとも二次的レベル以下のサプライヤ
ー との 「パー トナー

シップ」の洗い直 しを導 くことになる (例えば,ヴ ァレオ社によるサプライヤ

ーにたいす る93年 2月 1日 か らの納入製品
「価格の 5%削 減の厳命」)。

以上のような部品メーカーの納入製品の品質保証制度の展開は同時に,資 材

調達管理方式または生産管理方式としてのJITシ ステムの発展に他ならない。

フランスにおいてJIT方 式は,製 品差別化競争の激化のもとで,さ しあたり

自動車の組立時間を短縮することによって顧客への納期も短縮し,在 庫費用を

削減するために導入され,そ れは,88年 にルノ
ー ・ドゥーエエ場とソテキスコ

社 (当時のルノー公団とベルトラン
・フォール社との共同子会社)との間の R19

のシー トについての 「同期化流れ方式納入」(livraisOn en flux synchrone)ま

た1ま「同期化方式納入」(livraisOn en synchrone)を最初の実験として以後,

大きく普及することになる。すなわちそれは,最 終組立ラインを流れる完成車

の組立と同じlllk序で諸部品を小包装で頻繁に納入することを意味するのであり,

また,均 一なロットごとに納入され, より多様性の小さい製品に適合的な緊張

のより小さい別の納入方式であるとされる 「カンバン方式納入」(livraisOn en

kanban)か ら区別されるという点で, 日本の方式とニュアンスを異にしてい

る。こうして,例 えば,ル ノーの高級車 R25の 組立時間はかつて約30時間であ

ったのが,92年 春にフルモデルチェンジされたサフラ
ーヌのそれは約22時間に

短縮されている。

ルノーは80年代未以降,こ の 「同期化方式納入」を部品メ
ーカーに要請する

が,そ れに対応しうるものこそ
「品質適性評価」においてAラ ンクに分類され

品質検査を完全に委託された有カサプライヤ
ー三エキプモンティエである。そ

して,そ の生産施設には,ル ノ
ーの組立工場から遠隔情報伝送 (GALIA:自 動

車産業通信連絡改善団体)に よって毎日発注されるようになる。こうしたフラ

ンス型JIT納 入の普及は,配 送拠点よりも生産拠点として,メ
ーカーの組立工

場の近 くへのエキプモンティエによる新しい事業所の創設を促すのであり,例

えば,ル ノーの新モデル,サ フラ
ーヌの組立を唯一担当するサンドゥヴィルエ

場の近辺には,93年 初頭までに六つの新しい事業所が建設されている。また,
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ルノーは,エ キプモンティエによる製品の少量多頻度納入の経費負担を軽 くす

るために,以 前から予備用在庫を義務づけず, また91年以降, 日本の方式とは

逆に輸送費の運送会社への下請けによる自己負担を行っている。このようにし

て,ル ノーは,部 品生産の分散化 =外 注化を進め, 自動車 1台 の製造原価に占

める外部購入品の割合を80年初頭の約50%か ら90年初頭の約75%へ と増加させ

ている。ルノーにおける生産組織の転換は以上のようにして進むが,そ れは同

時に,エ キプモンティエによる新 しい雇用人事管理 ・労使関係の展開過程に他

ならない。

2.エ キプモンティエによる新 しい雇用人事管理 ・労使関係の展開

以上のようなJIT方 式の普及は,も とより単に納入のみにかかわるだけでな

く,日本方式の無在庫を追求する「同期化方式製造」(fabrication en synchrone)

を要請し,フ ランスのメーカーはとりわけ,車 両のフルモデルチェンジないし

マイナーチェンジの際に,エ キプモンティエに対してそうした「緊張した流れ」

を要求する。エキプモンティエは80年代未以降,す でに触れたメーカーの組立

工場に近接した事業所の創設を行い,既 設事業所におけるよりも製品の品質 ・

コスト・納期の点で優れたパフォーマンスを可能にする新しい労働編成 ・雇用

人事管理 ・労使関係,等 のいわば新しい賃労働関係の創出を目指し,そ こで実

験し軌道にのせることによって,そ のようなメーカーの要求に対応するのであ

る。

この点に関して,北 部フランス(特にノルマンディ地方とブルターニュ地方)

におけるエキプモンティエの様々な事業所 を調査 した A.ゴ ルジュ氏とR.マ

チュー氏による最近の詳細な共同研究は,以下のような実態を明らかにしてい

る。

JIT方 式の納入は,エキプモンティエの事業所に対して,メーカーの組立工場

への地理的接近を要請するとともに,市 場の変化に規定されるメーカーの組立

16)A.Gorgeu&R.Mathieu,貿 夕物 彦物夕%ナ冴夕竹物冴わ%αクタ″体 ルsル,Centre d'Etudes

de l'Ernploi, 1995.
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工場における生産の諸変動への柔軟な適応さらには即時的対応を要請する。そ

れは,組 立工場の稼働時間や稼働日・休業日の模倣だけでなく,様 々な機能不

全や不測の事態への緊急対処を要請するのであり,エ キプモンティエの従業員

における勤務時間の変更,ジ ョブ ・ローテーション,一 次帰休や土曜日出勤,

等のフレキシブルな労働の受容を前提とする。それゆえ80年代未以降,エ キプ

モンティエは,一 方において,メ ーカーの組立工場から約30～40km以内で良好

な投資環境 (例えば,補 助金の対象地域)を 備え,職 業経験をもたず学歴水準

の高い豊富な若年労働力を抱えた産業的未開地域または産業的表退地域であっ

て,な おかつ道路網の整備された田園地帯に事業所を新設するとともに,他 方

において,従 業員によるフレキシブルな労働の受容を可能にするために,採 用

時に多段階にわたる徹底的な選別を実施することになる。90年代初頭に高級車

のモデルチェンジを継続させる (R25→サフラーヌ,R21→ ラギューナ)ル ノ

ー ・サンドゥヴィルエ場が位置し,相 対的に失業率が高い (ほぼ18%)ノ ルマ

ンディ地方,同 様にシトロエンヌ・レンヌエ場が存在し,相 対的に就学率が高

い (17歳から19歳の就学率がフランス全体の63%に 対して71%)ブ ルターニュ

地方が,そ うした事業所立地の典型となる。

そこでまず,新 規事業所開設時の従業員採用方式に関する事伊Jから始めよう。

93年末に開設されたある事業所は,あ るエキプモンティエ ・グループの子会社

として自律的な雇用人事管理方針のもとで,幹 部職員 5人 を全国的レベルの募

集またはグループ内配置転換によって採用した後,非 幹部職員の各カテゴリー

の採用については同じ手順を踏んで実施する。履歴書審査,事 前面接,適 性評

価テストと心理学的面接,相 当な期間の訓練そして最終的労働契約, というの

がそれである。

最初の審査は,男 性 ・CAPま たは BEPの 技能資格保持者 。36km以内の居住

者を条件として,応 募者3253人のうち半分を除外している。なおその際,人 口

密集地域居住者や重化学工業部門就業経験者,労 働争議 ・組合関係者は,明 白

な除外対象となる。次の事前面接は, 自己紹介,通 勤可能性の確認,肉 体的知

的資質と行動様式の観察, JITシ ステムのもとでの労働条件の説明,を 内容
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として行われ,面 接後に候補者の約20%を 除外している。二番目はまず,「適応

可能性,器 用さ,記 憶力,理 論から応用への移行能力」などを測定する3～ 4

時間の精神工学的テストによって残存候補者の約50%を 除外した後,「労働意

欲,感 情的均衡とりわけJITと 多能性とに起因するストレスに抵抗する能力,

チームワークヘの適性,責 任感」を評価する心理学者との面接によって,さ ら

に50%を 除外 している。生産労働者の候補者はこの後さらに,国 立雇用局

(ANPE)に よって資金調達される訓練である 「雇用アクセス実習」(stage d'

accёs a l'empl。1)に 7週 間にわたって従事する。その後,健 康診断を受けた

後,「期間の定めのない契約」(CDI)としての採用条件,全 産業一律スライド制

最低賃金 (SMIC)の 初任給としての受容,事 業所に固有の賃金・格付け制度の

受容, を内容とする契約に署名して正式採用に至る。94年4月時″点の採用結果

は,平 均年齢25歳の生産労働者が36人,実 習生のままでいるのが17人,そ して

非生産労働者が33人, として報告されている。

伝統的な 「技能資格」よりもむしろ 「職務遂行能力」を基準とする一方,労

働
堺
合の影響力を徹底的に排除する, まさしく多段階で厳格な選別方式と言え

よう。なおこの場合,他 の新設事業所と同様,取 引メーカーの組立工場の余剰

従業員は全く採用の対象になっていないことが, 日本との相違として注目され

る。

次いで,す でに稼働中の事業所における雇用のあり方を見よう。この点では,

新規事業所の開設時には少数精鋭ながら安定的雇用形態 (CDI)が求められると

はいえ,フ ランス自動車産業の90年代初頭以降の景気後退のもとで,す でに稼

働中の事業所における従業員採用は,一 方では,派 遣労働という典型的な 「期

間の定めのある契約」(CDD)す なわち不安定雇用形態への依拠であり,他 方で

は,「雇用アクセス実習」や 「技能資格契約」(contrat de qualificatiOn)とい

17)この点では, 日本の自動車メーカーのアメリカでのトランスプラント新設時の従業員採
用に関する厳格な選別方式が想起されよう。この点は例えば,島 崎美代子 ・野原光 ・山下
東彦・浅生卯一・藤田栄史・猿田正機 「在米日系自動車企業あ実態」(日本福祉大学 『経済
論集』第3号,1991年)参 照。
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うそれ自体はCDDで あるが,CDIと しての採用を条件として与えられる雇用

と訓練に関する公的支援制度への依拠であることが確認される。

派遣労働については,あ る地域における三つの事業所 (XYZ)に おける利用

状況が報告されている。それによれば,93年末時点でCDI者 250人を抱えるX社

は93年一年間に派遣労働契約として974件,同 じくCDI者 335人を抱えるY社 は

同年の前半期に358件,さ らにCDI者 17人を抱えるにすぎないZ社 は同じ前半

期に15件, という利用状況である。国立雇用局による派遣労働契約の把握は,

契約 1件が従業員 1人につき1週間の労働という基準に依っているので,便 宜

的にZ社 の半年間15週を派遣従業員 1人 と数えるとすれば,X社 は 1年間に約

65人,Y社 は半年間に約24人と契約していることになる。個々の派遣従業員の

契約期間が不明なので,実 際の人数も判っていないとはいえ,あ る人事担当者

を通じて,事 業所はどこでも,最 初の派遣契約はごく短期間に抑え,資 質と能

力を発揮した者に対しては契約を更新するかまたは再契約し,さ らに業務の必

要によっては 「雇用アクセス実習」や 「技能資格契約」を通じてCDI者 として

の採用の対象とする, という聴き取り事実が明らかにされている。

他方,公 的支援制度は,事 業所にとって 「訓練コスト削減と評価期間延長の

手段」として機能する。25歳までの若者の就職のための
「技能資格契約」は,

派遣従業員のような正規の職のない技能資格保持者の訓練にも利用されるとは

いえ,通 常は,全 国商工業雇用連合会 (UNEDIC)の 支援のもとで,技 能資格

を持たない若者を対象とする。ある事業所は,93年 に 「カンバン方式納入」か

ら 「同期化方式納入」に変える際,数 値制御機械を操作する専門工を確保する

ために,地 元の技術高校とのパー トナーシップを通じて,卒 業予定の生徒に適

用する。事業所の経営陣は,そ の高校で希望者を面接し,12人 を選別した後,

近辺の訓練機関で計200時間の理論的実践的訓練を施すとともに,企業グループ

の本社事業所において後見指導員の指導のもと数値制御機械の操作に従事させ

る。こうして,契 約終了時に離脱した1人 を除いて,11人 が CDI者 として採用

されているが, この契約期間は, 8ヶ 月に及んだのである。因みに,こ の 「技

能資格契約」は,期 間を6ヶ 月から2年 まで設定することが可能であり,事 業
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所が選別済みの求職者を長期間,CDIの 決定を猶予して不安定な試用期間の状

況におきつつ 「資質 と変化能力に関する不確実性を減らし,そ れ自体変化の過

程にある種々の作業部署の知識をもたらす職務を彼らに最小のコス トで教え込

む」ための手段 として機能しているのである。

労働編成についても,エ キプモンティエの特に新設事業所は,新 しい実践に

着手している。それは,以 上に見た従業員採用時の厳格な選別による経営目標

に対する 「個人の柔軟性 と適応可能性」「相互親睦の精神」「作業集団のなかで

の労働の受容」「私生活を侵食する勤務時間の受容」,そ して雇用と訓練に関す

る公的支援制度への依拠による生産労働者の独力での 「一つのサブ ・アッシー

品の組立」あるいは小さい 「工程のすべての部署の精通」という多能性の獲得

に基づいている。そこでの新 しい労働編成は 「モジュール方式作業」と規定さ

れる。

JITの 要請に応えるための新しい労働編成の典型として示されるのは,乗 用

車の新モデル (ラギューナ,イ グザンティア)向 けの高品質のシー ト製造の諸

事業所である。シー トの製造は一般に,表 皮裁断縫製,フ レーム製作, クッシ

ョン成形,組 立という四つの工程から構成される。最初の裁断縫製の工程は,

技能資格を要しない作業で,ほ とんどが女性労働者によって担われるテーラー

主義的編成に依拠する二次的レベルのサプライヤーにしばしば下請けされてお

り,そ れゆえここでの問題は,残 りの工程を統合した組立作業場である。94年

時点で,北 部フランスにおいて両メーカーの新モデルにかかわるエキプモンテ

ィエのシー ト製造の事業所はすべて,「同期化方式納入」を実現するために,表

皮,フ レーム, クッション等の材料一式の組.立作業において,数 人の取付工か

ら構成される集団による協働 (モジュール)を 組織している。各人は,協 力し

合いながらも,順 番に作業テーブルのうえで異なったシー トをサイクル ・タイ

ム (例えば,15分 )以 内に組み立て, 自己検査を行ったうえで,台 車またはコ

ンベアーラインに戻さなければならないのであり,既 設事業所の旧来の労働編

成に比して,職 務充実とより大きな自律性の可能性を持ちうるとはいえ,取 付

部品の選択も含めてコンピュータ管理された流れのなかで,15kgか ら30kgの重
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さの完成シー トのラインヘの戻し作業という大きな肉体的負担,猶 予を与えら

れない迅速な動作の連鎖による神経的緊張を被る。ここでは,「職務遂行能力の

向上」と 「それでもなお反復的で肉体的に辛く高い作業テンポに服したままで

ある労働の受容」との矛盾が見い出されている。

最後に,以 上のような柔軟労働編成に対応した人事管理とりわけ格付けと賃

金管理の実例を確認しておこう。

シー ト製造の事業所のうち,少 数のものは裁断縫製の工程も併設しているが,

そこで裁断装置の監視作業とミシンによる縫製作業を担当する労働者は,採 用

時の基本給はSMICで あり,格 付けも単能工 (OS)の ままであり,上 限である

Plに 到達しうるのは,経験豊富なごく少数の者だけである。シ
ー トの組立作業

場においては,取 付工が 「多能工」として 「モジュール方式作業」に従事する

にもかかわらず,採 用時の基本給は同様に金属産業の団体協約におけるSMIC

(係数145)に決められ,彼 らのキャリアは一般に,数 年後のPl(係 数170)で

終了する。

とはいえ,従 業員個人の賃金額は, もはや格付けのみによっては決定されず,

個別的集団的 「職務遂行能力」によっても決定される。まず,協 約上の格付け

によって承認された技能資格に依存する基本給,次 いで,監 督要員が品質 ・生

産数量 。出勤度などの基準に基づいて評価する各人の
「職務遂行能力」によっ

て決まる個別的な「補足的基本給」,さ らに事業所全体と同時に作業集団ごとの

品質 (不良品数によって計測)や 生産性などを考慮することによって支払われ

る 「集団的業績奨励金」(prime de performance collective)という二つの部

分から構成されており,協 約賃金に競争刺激的ないわば個別的集団的能率給が

付加されたものと言えよう。エキプモンティエは,新 設事業所において労働組

合が不在であるがゆえに容易に設定しうるこうした賃金の個別化と作業集団間

競争賃金を賃金管理上の実験として位置づけ,組 合が存在する既設事業所にそ

れを普及させようと意図している。いずれにせよ,こ の場合,賃 金増加は,各

作業集団レベルのパフォーマンスにも部分的に依存するとはいえ,基 本的には

各個人の 「職務遂行能力」による昇格すなわち係数の上昇に大きく左右される。
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だが,生 産労働者のために開かれている昇格の経路は上述にように, きわめて

限定的である。

こうして,基 本的に若者のみによる従業員構成を帰結する厳格な選別的採用

とそして上述のような柔軟労働編成,企 業内格付けは,メ ーカー特にルノーに

おけるような 「昇格コース」の設定や 「職務の予測にもとづく管理」を伴わな

いのであり,少 なくとも生産労働者に関しては 「職務遂行能力」の向上に対応

した昇進や昇格をもたらしていない。尤も,エ キプモンティエのなかには,製

造要員が専門工として採用され,製 造専門工と伝統的専門工との間のキャリア

の変化に差異がなく,事 業所問移動を条件として原則上,技 術職員または監督

要員に昇進しうる例,あ るいは,技 能資格不要の部署とより高い技能資格を要

する調整工の部署とを廃止したうえで,「多能的生産要員」(agent de produc‐

tion polyvalent)という呼称の機械運転工に調整 ・品質 ・ロジスティックス ・

保全を担当させ,彼 らの事業所問移動を制度化している例,が 調査事実として

指摘されているが,他 方,こ れらの事業所が,技 術的担当部局間の統合も含め

て階層組織的構造の簡素化,職 階制上の等級数の削減を進めていることも指摘

されており,そ れゆえ,そ うした例もキャリア展開上の限界を持つと言えよう。

以上,見 たように,ル ノー ・サンドゥヴィルエ場のようなメーカーの組立工

場の近辺にエキプモンティエの事業所,二 次的レベルのサプライヤー,運 送会

社,従 業員派遣会社,等 を集結させ,そ れらの間の技術的組織的協力さえ促進

することによって,新 しい 「地域集中的産業システム」を創り出すフランス型

JITた る「同期化方式納入」の実践は,特 に90年代初頭以降,多 段階で徹底的な

選別による従業員採用方式,事 業所稼働後における派遣労働者および雇用 ・訓

練に関する公的支援制度への依拠,新 しい労働編成としての 「モジュール方式

作業」の導入,そ して従業員の個別的集団的 「職務遂行能力」の評価による企

業内格付けと賃金管理, という一通の雇用人事管理方式を伴っている。これら

の方式は,一 方では,従 業員に高品質,高 生産性,経 営参加を要求しながら,

他方では,「短期的雇用政策」を基本とすることによって昇進昇格や賃金増加な

どの代償を十分には与えてはいない。それゆえ,こ れら一連の方式は,「代償な
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き参画の増大」または 「強制による参画」という特徴づけが可能であろう。こ

うした方式が可能になっているのは,経 営陣が 「労働組合の出現をできるだけ

長く遅らせるために,労 働組合に加わる傾向がほとんどない若者を選男Uするよ

うに努めた」からであり,「企業のなかでの労使関係の否定」を追求しているか

らである。そうであるとすれば,エ キプモンティエによって追求されている以

上のような不安定雇用形態と労使関係のノン・ユニオン化の基礎上でのフラン

ス型JITの実践を,フ ランスのメーカー・部品メーカー間の生産組織の日本化

すなわち日本型生産システムヘの収赦ないし模倣であると見るのは,そ こに公

式的発言であれ,形 式的スローガンであれ,「長期雇用」や 「企業別」労働組合

の断片さえ見い出されない以上,困 難であり,少 なくとも早計であると言えよ

う。

V お わりに

本稿は,最 初に触れた中央大学グループの優れた調査研究によって触発され

たフランス自動車産業の構造転換に関する若子の論″点を検討してきた。フラン

ス自動車メーカーにおける80年代後半以降の労働編成改革は日本の経営参加的

マネジメントの導入を起源とするものであるかどうか,90年代の改革も引き続

き日本型編成への接近を進めているかどうか,メ ーカー ・部品メーカー間の生

産組織改革も日本型組織への収飲と言えるのかどうか,総 じてフランス自動車

産業における構造改革は,そ の構造を経営原則,生 産組織,労 働編成,雇 用人

事管理,労 使関係,等 の諸制度の整合的関係としての生産システムとして把握

した場合, 日本型生産システムに収飲していると言えるのかどうか, という点

がそれである。

その検討の結果は総じて,フ ランス自動車産業の90年代における構造転換は,

18)こ の点に関しても,ア メリカにおけるビッグスリーとりわけGMの 「南部戦略」の一環

としての 「未組織工場」創設あるいは日本メーカーの トランスプラントの産業的未開地域
「グリーン・フィール ド」への新設が想起されよう。M.Parker&J.siaughter,C″ θθ錫瞥
説aes,A Labor Notes Book,South South End Press,1988.[戸塚秀夫監訳 r米国自動車

工場の変貌J緑 風出版,1995年 ]等 ,参 照。
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第 3図  様 々な発展斬道 と産業モデル

ハイプリッド化による収般  組 織上の収敏・賃労働関係の    交 差による一時的収飲
多様化

トヨタ
リーン生産 ボルボ

労働の人間化

フォ
ワー

(出所)R.Boyer&M.Freyssenet,D″ /g2%クル %θ%υ物筋 物θ麟は ガ″冴容筋夕な,3ёme

v e r s i o n , G E R P I S A , 1 9 9 4〔前掲,拙 訳 rァフタ_・ フォーディズム』1 9 1ペー

ジ〕。

日本の生産管理 ・資材調達方式であるJITの実践を可能にする日本的な生産組

織をメーカー主導で創出し発展させてきたとはいえ,労 働編成や雇用人事管理,

労使関係,等 の賃労働関係については,フ ランスの社会的歴史的伝統に適合的

な制度またはそれと折衷的な新たな制度に依拠せざるをえないのである。それ

ゆえ,す でに中央大学グループが明らかにしたようなメーカーによるエキプモ

ンティエ同士のグループ化方針やメーカー ・部品メーカー間の対等な資本関係

の維持傾向,等 の日本企業と異なる経営原則も考慮すれば,フ ランス自動車産

業の90年代の改革方向は, 日本型生産システムに一路,収 飲するといったもの

ではなく,生 産組織上の 「ジャパナイゼーション」が伝統的賃労働関係によっ

て制約される方向か, または日本型生産システムから抽出された理念型として

・　乃
　　岸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岸

レ
イ
ＧＭ
口．
　
　
　
　
「
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
ヤ
ロ．
性

産

ィ
ク
タ

　
　
職
Ｔ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
ＧＭ
葬

ド

ド

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

ョ

一
ル 〕ゥ
　

帥
　

力却
博

努　

　

ウ

フ

ワ
匁

ヨー 1

トヨタ的組織

新しいモデル



132  彦 根論議 第 308号

の 「リーン生産」に一時的に収飲 しつつも,独 自的軌道を再展開する方向を採

る公算が強いように思われる (第3図 「様々な発展軌道と産業モデル」参照)。
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Rlformes de l'organisation de la production et du

travail dans l'industrie automobile en France(suite)

IIisao Aral

En ce qui concerne rorganisation de la production entre con‐

structeur et fournisseurs en France, on parle ё galement de la

“
jap6nisation" en soulignant le fait d'une g6n6ralisation de la

livraison en synchrone(JAT a la francaise)a la fin des annles 80.

ToutefOis,1l s'agit de trouver des institutions spOcifiques telles

que gestion du personnel,relations professiOnelles qui fondent cette

organisation-la de facon cohOrente, Iメ 6quipementier, fournisseur

au prernier niveau,recourt aux intOrilns et aux syst6mes publics de

raide a l'emploi et a la fOrmation sur la base d'une s61ectioA tr6s

sёvёre du personnei nouveau et introduit la classification

s'appuyant sur l'6valuation de la comp6tence individuelle et collec‐

tive sans perspective de carriё re en dёpit d'une haute exigence

d'implicatiOn envers le personnel avec nouvelle organisation flex‐

ible.

On peut facilement cOnstater qu'il y a une poursuite cons6quente

des formes unstables de l'emploi et de la n6gation du syndicat chez

rlquipementier a la diff6rence du cas japonais.On a donc du mal

a cOnvenir de rnaniёre sirnple de la japonisatiOn de l'organisation de

la production en France.


